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1. 導入 
 

航空管制においては様々な情報－航空機の予

定飛行経路等を示した飛行計画情報・空域の経

路情報・高層気象に関する気候情報・レーダや

その他の監視手段による航空機の位置監視情報

－が用いられる。これらのデータは、効率的な

空域使用のための飛行時間帯や飛行経路の事前

調整等の戦略的活動、航空機が飛行中にそれら

の間の安全な間隔を維持する等の戦術的行動、

過去の飛行実績等のレビューによる継続的改善

活動に用いられるべきである。 

現在においてはこれらの情報は完全に統合さ

れておらず、いくつかの独立なシステムがこれ

らの業務の一部を実施している。 

 米国においては上記の情報を統合的に提供す

るシステムの開発を進めている[1]。これは SWIM 

(System Wide Information Management)プログ

ラムと呼ばれている。基本となる設計思想には

サービス指向アーキテクチャ(SOA, Service-

Oriented Architecture)を採用する予定である。 

 欧州における管制機関を管理する EUROCONTROL

でも同様のプロジェクトを立ち上げている[2]。

（当該プロジェクトも SWIM と呼ばれている。）

欧州においては複数の国・地域が異なる管制シ

ステムを用いている。欧州における SWIM プロジ

ェクトの目的は、機能ごとに分かれたシステ

ム・情報の統合を目的とせず、国・地域間のシ

ームレスな情報共有が目的である。欧州におい

ては 5 つの WP(ワークパッケージ)が定められて

いる。WP1 は要件定義・WP2 はプロトタイプ構

築・WP3 がユーザテストによる改良・WP4 が妥当

性検証・WP5 が費用便益分析である。WP5 の結果、

前のワークパッケージに戻る場合もある。 

 本稿では、欧州型の要件開発工程を参考に、

本邦での将来の情報統合に際し行われるシステ

ム要件開発工程についての一考察を示す。 

 

 

 

 

2.  便益分析の必要性 
 

データ統合に伴うシステムアーキテクチャの

簡略化により、保守コストの低減等の便益が期

待できる。また、航空機の飛行計画と当該航空

機の監視データや、着陸滑走路と滑走路の整備

情報等、関連するデータを管理番号等で統一的

に管理することにより、データが断片化してあ

ちこちのシステムに保存されていたときには困

難であったサービスの提供が可能になると見込

まれる。 

一方で、航空管制システムはその故障や不具

合が人命・財産に大きな損失を与えるセーフテ

ィクリティカルシステムである。したがって、

航空管制システムのような大規模システムにお

いて、完全に網羅的な試験や検証は不可能[3]で

あっても、可能な限りのリスク分析・安全対策

をとる必要がある。 

航空管制システムも他のセーフティクリティ

カルシステム同様、広範なソフトウェアハザー

ド分析や完全性分析等を含めた要求分析・安全

性検証等の実施が望まれる[4]。 

ソフトウェアハザード分析では危険源を特定

し、その効果を推定する。ハザード分析の結果

如何では、ハザードの除去・低減・制御のため、

更なる機能の追加が必要となるであろう。情報

統合を行い、多くのシステムがデータにアクセ

スできるようになった場合、それらのシステム

の故障・不具合によりデータが破損・改変・消

去される可能性について考えなければならない。

多くのシステムがアクセス可能になるほど、シ

ステムの取りうる状態の数は増加し、ハザード

分析の作業量は増大していく。 

また、要件の完全性分析等のため、形式仕様

記述などが用いられる場合もある。これらの適

用には、他の仕様記述言語と異なり、数学の専

門知識を有する分析者が必要となる。管制情報

シ ス テ ム へ の VDM-SL(Vienna Development 

Method – Specification Language)の適用 [5]や

空中衝突防止システム TCAS II への RSML 

(Requirements State Machine Language)[6]の適
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用などが報告されている。 

 管制情報処理システムにおいては要件定義工

程において上記の作業が必要となるため、他の

セーフティクリティカルでないシステムと比較

して、コストがかかることとなる。 

Chaos Report[7]にある通り、プロジェクトの

失敗の 50%以上が要求分析・要件定義の失敗に起

因する。（不完全な要求：13％・利用者とのコ

ミュニケーション不足:12%・もはや必要とされ

ないシステム 7.5%等）要求分析・要件定義をお

ろそかにし、多大なコストを費やして望まれな

いシステムを構築することは避けなければなら

ない。また、仮に直接的な利用者が導入を望む

としてもとしても、社会的な費用が便益を上回

る場合には導入すべきではないであろう。した

がって、高度な専門性やリソースを大量に必要

とするハザード分析や詳細な要件定義工程に入

る前に、利用者の要求と要求分析者の要求に対

する理解が乖離していないか確認し、さらには、

便益が費用を上回るか分析することが望ましい。 

先に述べたように、欧州の SWIM プロジェクト

においては Boeing 社による費用便益分析がワー

クパッケージとして定義されている。 

 

3. プロトタイプの必要性 
 

 先進的な管制情報管理システムの導入により、

管制機関が独占していた情報の一部が、運航者

等の他のステークホルダーにも利用可能となる。

航空管制システムはこれまで主に航空交通管制

官のみが利用者であったが、その利用者の範囲

が広がることとなる。このことは、要求分析工

程における利用者とのコミュニケーションの困

難性が増すことを意味している。そのような条

件下で、利用者から要求を引き出し、利用者に

便益を見積もってもらわなければならない。さ

らには、ハザード分析に協力して貰わなければ

ならない。これらの作業に際して、システムに

対する正しい利用者の理解は不可欠であるが、

それを得ていくことは難しいと想定される。 

自然言語の文や形式仕様記述による仕様定義

では専門家以外の利用者にその内容を理解して

貰うことは困難である。簡単な図による仕様記

述では、詳細な運用イメージが掴みにくく、詳

細なハザード分析が困難になると考えられる。

利用者がシステムの具体的なイメージを掴みな

がら便益見積や要求分析に参加できるようにす

るためにはプロトタイプ構築が必要であろう。

プロトタイプの構築は、仕様定義工程に更なる

リソースを要する手法であるが、システムの規

模・便益見積もりやハザード同定への幅広い範

囲の利用者の参加の必要性を考え、要件定義失

敗によるプロジェクト失敗のリスクを考えれば、

考慮に値すると考える。 

 

4. まとめ 
 

 本稿では、まず、欧米での航空管制における

統合情報管理システムの開発目的と開発工程の

差異について紹介した。 

 次に、セーフティクリティカルシステムであ

る管制情報管理システムの要件開発においては、

ソフトウェアハザード分析や完全性分析等を含

めた要求分析が必要であることを述べた。これ

らの工程はセーフティクリティカルでないシス

テムに比べ、多くのリソースが必要となる。望

まれないシステムや、費用が社会的便益を上回

るシステムの構築を避けるため、利用者の要求

と要求分析者の要求に対する理解が乖離してい

ないか確認し、さらには、便益が費用を上回る

か分析する必要性がある。高度な専門性やリソ

ースを大量に必要とするハザード分析や詳細な

要件定義作業はその後に行うほうが望ましい。 

 統合情報管理システムにおいては利用者の範

囲が広がることが想定される。最後に、幅広い

利用者とのコミュニケーションを行いながらの

要求の獲得・便益見積・ハザード分析にはプロ

トタイプの使用が望ましいことを述べた。 
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